
高齢者の分野におきましても、 具体的には、 私自身弁護士をして、 そういった分野に 数多く携わって 

おりますが、 実際上、 痴呆の始まった 親に対しまして、 家族がむしろ 施設入所を勧めてしまう。 当の痴 

呆の始まったばかりの 方は、 引き続き住みなれた 地域で暮らしたいと 思っていても、 むしろ家族がその 

親の意思に反して 特別養護老人ホームに 入所手続をする、 親も子供たちに 迷惑をかけてはいけないと 思 

い、 みずから施設入所をしていく。 

そういった日々を、 そういった毎日を 送りながら、 そうではなく、 あ くまでも当の 本人の意思に 従っ 

て、 住みなれたところで 暮らしたい方は 住みなれたところで、 通常学級に行きたいと 本人が思うのであ 

れば・幾ら親が 心配であ ったとしても、 同じような環境で 学ばせてあ げられるような 社会をつくって い 

く、 そ う いった姿勢が 必要であ ろうと本当に 強く思っております。 

そ う いった見地から、 文部科学 省 に質問させていただきたいと 思います。 

これも私が申すまでもなくお 詳しいと思いますが、 今、 世界の中で、 障害者と健常者を 原則分離とい 

う 教育をしているところは、 恐らく日本だけだろうと 思います。 国連の障害者権 利条約の作業部会にお 

きましても、 日本のみがいわば 特異な姿勢をとっております。 

確かに、 予算の伴 う 面もあ りますし、 幾つかの解決すべき 問題があ ることはわかります。 しかしなが 

ら、 方向性としては、 あ くまでも当の 本人に選択権 を保障し、 一緒に勉強したいと 思 、 ぅ のであ れば、 一 

緒に健常者と 学べる環境をつくっていく、 そ う いった方向は 当然必要であ ろうと思いますが、 この点、 

文部科学省の 姿勢を問いたいと 思います。 

0 山中政府参考人 先生 御 指摘の点でございますけれども、 障害を持っ子供たちについて、 障害の状況 

に 応じましてその 可能性を最大限伸ばして、 自立、 社会参加、 そのために必要な 力を培ってもらいたい 

ということで、 そういう観点から、 現在、 盲 、 聾 、 養護学校あ るいは小中学校の 特殊学級等、 あ るいは 

通常学級に在学しまして 続ける等、 いろいろな形でのか」キュラムあ るいは指導方法ということで 教育 

を行っているところでございます。 

また、 文部科学舎では、 平成十四年の 四月でございますけれども、 学校教育法の 施行令を改正いたし 

まして、 社会のノーマライゼーションの 進展、 あ るいは教育の 地方分権 といった観点から、 盲 、 聾 、 養 

護学校の就学基準に 該当する子供につきましても、 その障害の状況等に 照らしまして、 小中学校におい 

て 適切な教育を 受けることができるというふうに 市町村の教育委員会が 認めるという 場合には、 認定就 

学という形でございますけれども、 その小中学校に 就学できるという 形で、 就学手続の弾力化というこ 

とも行っているところでございます。 

文部科学 省 としては・障害を 持つ子供たちがしっかりと 自立し社会参加できるような、 そういう カ を 

養ってもらいたい、 そういう観点からの 教育、 これを一生懸命充実していきたいというふうに 考えてお 

ります。 

0 泉 ( 房 ) 委員 会お答えがございましたが ，確かに弾力的な 運用という形は 、 少しは始まったかとは 

思います。 しかしながら、 現実的なところ、 その認定される 数は極めて限定的であ ります。 原則、 例外 

が変わったわけではあ りません。 日本の場合、 原則が分離であ り、 例外的に一緒にやっていくというよ 

うな姿勢はいまだ 変わっていないと 言わざるを 得 ません。 

そうではなくて、 あ くまでも私が 申しているのは、 今も御指摘があ りましたが、 盲 、 聾にっきまして 

は確かに議論のあ るところであ ります。 盲 、 聾にっきましてはむしろ 手厚い特別な 環境が必要であ る、 
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それは、 確かにそ う いった面の議論もあ ることはわかっております。 しかしながら、 身体障害、 知的障 

害につきましては、 そうではなく、 むしろ一緒に 学ぶことを基本的に 皆さんおっしゃっておられます。 

ポイントは選択権 であ ります。 当の本人に対してその 選択権 を保障していく、 その姿勢であ ろうと 思 

います。 そ う いった見地で、 ここで押し問答いたしましても、 今現時点ですぐに 回答があ るわけではな 

かろうと思いますので、 問題意識だ け 提示させていただきました。 

また、 自己決定の問題につきましては、 この点はそんなきれいごとでないことは、 私も重々わかりま 

す。 重度の障害の 方の場合など、 判断能力が果たしてあ るのか、 そういった方に 関して自己決定という 

名のもとに本人に 任せてしまうとかえって 本人のためにならない、 まさに目の前でそういった 部分と格 

曲 している場合、 そんなきれいごとでは 済まない、 それはまことにそのとおりであ ります。 

しかしながら、 あ くまでも理念としては、 当の本人の判断能力が 不十分であ ったとしても、 それを 周 

り か サポートし、 あ くまでも当の 本人の人生は 本人が決めていく、 そこにどれだけその 努力を働かすか、 

そこの努力を 怠ってはいけないのではないかという 視点だと私は 考えております。 

その点、 具体的な条文に 即して質問させていただきますが、 今回の法案の 第三条の三項であ ります。 

ニ行ばかり読ませていただきますが、 「発達障害者の 支援等の施策が 講じられるに 当たっては、 発達 

障害者及び発達障害児の 保護者の意思ができる 限り尊重されなければならないものとする。 J この条文 

であ ります。 

これは・保護者の 熱い思いも踏まえた 上で入った条文であ ろうと思いますし、 この条文自体は、 むし 

ろ、 国や都道府県の 方が勝手なことをするのではなく・あ くまでも保護者の 意思を踏まえた 上で対応す 

るという趣旨から 害 かれた条文であ ろうとは思いますが、 しかしながら、 今の私の申した 視点からいき 

ますと、 あ くまでも意思を 尊重するのは 当該本人・発達障害者その 人ではないかと 思う次第であ るわけ 

であ ります。 

これは、 結局のところ・ 障害者にとって 自立と社会参加を 阻むのは、 もちろん今の 国、 社会でもあ り 

ますが、 実際のところは ，自分の親や 家族というものが 最後の大きな 壁として立ちはだかってしまう、 

そ う いった現実をやはり 直視せざるを 得ないと思います。 

例えば、 十五歳の場合、 発達障害児であ ります。 保護者の意思を 尊重するのか、 その本人の意思を 尊 

重するのか。 そのときに一体どちらの 意思を尊重して、 例えば親が、 やはり世の中に 迷惑をかけてはい 

けない、 この子がかわいそうだ、 ふびんた、 そういった思いから 別の場所で学ぶという 選択をとるとし 

ても・当の本人が・いや、 僕は一緒にやりたいんだといったときに、 どちらの意思を 尊重するのかとい 

ぅ 、 まさにそこの 現場における 判断にかかわる 問題であ ります。 

私は、 その際、 もちろんその 本人の判断が 明らかに誤っていたりした 場合にはきっちり 説得をする、 

それは当然でございますが、 しかしながら、 やはり人間は 自分の人生は 自分でしか決められないわけで 

あ りますから、 最終的には、 保護者ではなく 本人の意思を 尊重するんだろうと 思いますが・この 点、 ど 

のように考えておられるか、 お答えください。 

0 塩田政府参考人 障害者福祉の 理念として、 障害者自身の 意思が最も尊重されなければならないとい 

うのが基本原則であ ろうと思っております。 

先ほども申し 上げましたが ，昨年からスタートしたいわぬる 支援 費 制度も、 障害者のノーマライゼー 

ション、 あ るいは障害者自身がサービスを 選ぶ、 自己決定の理念に 基づいた制度であ ると考えていると 

ころでございます。 
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今回の法案でも、 ここに書かれておりますよ う に、 発達障害者自身の 意思ができる 限り尊重されて、 

自己決定が確保されるということが 必要であ ると思っております。 

議員が言われたように、 仮に発達障害児のケースで 親御さんと子供さんの 意思が一致しない 場合、 障 

言者福祉の理念からいえば・やはり 障害者御本人の 意思が尊重されるべきであ ろうと思います。 

しかしながら、 ケースによっては、 御 指摘があ ったように本当に 難しいケースがあ ると思います。 そ 

ういうときには、 例えば専門家がよく 両者の意見を 聞いて・そのときの 基本は、 御本人の意思を 尊重す 

るということが 基本であ ると思いますが、 さまざまな専門家が 公平な立場で 親御さんたちを 子供さんも 

含めてサポートするといった 対応などもあ ると思います。 

いずれにしても、 基本は、 御本人の意思を 尊重するということがこの 法案の趣旨であ ると理解をして 

おります。 

0 泉 ( 房 ) 委員 次に、 就労に関してであ ります。 

今回の法案につきましては、 そのことによって 何らかの給付金が 出るわけではあ りません。 学校の現 

場を卒業した 後、 皆さんそれぞれ 社会に出てまいります。 とする場合、 結局、 生活をどうやってやって 

いくかであ ります。 働かないとお 金は入ってこないわけであ ります。 

しかしながら、 今の知的障害者の 分野におきましても、 なかなかそういった 部分の理解も 進まず、 就 

労 支援、 それぞれ 厚労 省も頑張っておられると 思いますが・まだまだな 面もあ ろうかと思います。 まし 

て、 軽度の、 軽度のといいますか、 今回の支援対象となっている 方々の場合、 よりわかりにくい、 つま 

り、 障害が重度であ ればあ る ぼど 大変なというわけではなくて、 むしろ、 わかりにくければなお 余計六 

変だ、 そういう面もあ ろうかと思います。 

そういった面における 就労支援、 今回の法案ができたとしても、 例えば障害者の 雇用率に反映された 

りはしないと 思いますが、 しかしながら、 今後どういった 形で就労支援をしていくのか、 この点、 明確 

にお答えいただきたいと 思います。 

0 金子政府参考人 お 答え申し上げます。 

合 議員 御 指摘のように、 障害者の雇用に 関する法律につきましては、 発達障害者の 方については 現在 

雇用義務の対象にもちろんなっておりません。 ただ、 法律で想定をしております 職業リハビリテーショ 

ンの 措置、 こういったものを 中心にいたしまして 支援の対象には 制度上はなっておるわけでございます。 

具体的にどういうことができるかということでございますが、 一つは、 八口一ワークにおきます 職業 

相談や就職後のいろいろな 助言指導であ りますとか、 あ るいは全国に 四十七設けております 障害者職業 

センタ一におきますいわぬる 職業リハビリテーション、 この中にはジョブコーチ 制度と言われているも 

のも含まれておりますけれども、 こういったものによる 職場定着支援といったようなことが 制度的には 

できるようになっておるわけでございます。 

要は・やはりこういった 制度を使って 発達障害者の 方の就労、 雇用をどうやってこれから 支援してい 

くかというところが 大きなポイントだろうと 思います。 

私どもといたしましては、 今回の法案を 契機にいたしまして・こうした 制度を十分に 活用いたしまし 

て、 保健、 福祉、 教育等の関係機関とも 連携を図りながら 就労機会の確保に 努めていきたいと 思って な 

ります。 
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0 泉 ( 房 ) 委員 現時点における 答弁としては 今程度であ ろうと思いますが ，それで足りるものではな 

いことは当然 御 認識されていると 思います。 本当に・仕事はしないと、 お金の問題もそうですが、 まさ 

に誇りを持って 人生を送っていくということもなかなか 難しくなります。 就労支援につきましては、 ほ 

かの面もそうですが、 本当に特に力を 入れていただきたいと 思います。 

・ 最後の質問であ りますが・配りました ぺ一 パー、 一枚ぺ一 パ 一の色紙であ ります。 この図はあ くまで 

も 私案という形で 聞いております。 

この図を見れば 明らかなよ う に、 まさに、 谷間の障害者のうち、 今回につきましては 発達障害者、 軽 

度の発達障害をお 持ちの方々などにっきましての 法律であ ります。 しかしながら、 難病につきましては、 

今回については 対象とはなっておりません。 難病の問題をどのように 考えられるのかというのが 一点。 

そしてもう一点は・ 今回の発達障害者支援法ができたとしても、 具体的なサービスにすぐ 直結するわ 

げではない。 そういった中で、 本来であ れば・一番 下 にあ ります総合的な 障害者福祉の 法律の中にきっ 

ちりと位置づけられて、 障害の種別なく、 本当に支援を 必要としている 方すべてに対して、 その人が必 

要としている 支援をしていく、 そういった法律をつくっていくべきだろう、 そのように思うわけであ り 

ますが、 方向性としてはそのような 方向でいいと 確認してよろしいのかどうか、 御 答弁よろしくお 願い 

いたします。 

0 塩田政府参考人 障害者基本法という 法律があ りますけれども、 障害者基本法は、 原因の別のいかん 

を問わず、 すべての障害者に 対する施策のあ り方の基本方向を 定めた、 いわぬる障害者福祉行政の 憲法 

というべき法律であ ろうと思います。 

現行の福祉サービスにしろ、 個別の分野の 法律は、 お手元に配られてあ ります資料にあ りますように、 

個別の法律があ って、 残俳ながら制度の 谷間になる障害者がいらっしやるということでございます。 

今後の方向としては、 障害者基本法の 上に立って、 障害の理由のいかんを 問わず・共通の 障害につい 

ては共通の、 すべて包括的なサービスなりを 目指すべきだろうと 思っております。 その方向に向けて 取 

り 組んでまいりたいと 考えております。 

0 泉 ( 房 ) 委員 あ りがと う ございました。 

本日、 委員会で可決し、 これがまさに 第一歩であ り、 これからスタートであ る、 そういった思いを 持 

って質問を終わらせていただきます。 

関係者の方々、 どうも御苦労さまでございました。 

0 松下委員長 次に、 市村浩一郎君。 

0 市村委員 民主党の市村でございます。 

これから三十分間、 質問させていただきます。 

私は、 この発達障害者支援法のことを 聞きましたのは 実はことしに 入ってからでございまして、 LD 

親の会の方々、 地元の方々がわざわざ 事務所を訪ねていただきまして、 この法律が臨時国会に 提出され 

る 可能性があ るということのお 話をいただきました。 

そして、 そのお話を聞いて 初めてこのことを 知ったんですが、 私としても、 こんなことが 今まで何で 

きちっと立法府の 立場で対処といいますか、 対応されてこなかったのかなということを 正直に感じたわ 
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けでございます。 

親御さんたちとお 話をしていますと、 本当に切実な 声が、 また気持ちが 伝わってまいります。 

一日も早く発達障害というものに 対して社会のしっかりとした 認識を確立していかなくちやならな 

いということ・そして、 その結果、 その過程でもいいんですが、 しっかりと発達障害に 対しての社会的 

な取り組みをしていかなきやならないということが 求められているんだということを 私も強く感じて 

いる次第でございます。 

この間お話もしましたら、 もう既に四十年間もこうした 問題に取り組んでいらっしゃる、 御 努力され 

ている方々もいらっしゃるということであ りまして、 本当に今回この 臨時国会で早期成立を 図るべきだ・ 

このような立場で 私もこの法案に 賛成者の一人として 名前を連ねさせていただいております。 

本当に、 これまで福島先生を 初め、 この法律の作成につきまして 御 努力された皆様には 心からの敬意 

を 表して、 今から質問を 始めさせていただきたりと 存じております。 

また、 発達障害者支援にっきましては、 やはりこれは 福祉と教育というものが 密接に連携をとる 必要 

があ るように感じております。 今後のこの法律が 、 先ほど答弁の 中にも、 この法律は、 理念法であ って 

政策の方向性を 定めるものであ るということであ ります。 これから具体的になってくるわけでございま 

すけれども，今後のためにより 明確にしておきたい 点をこの場で 質問させていただきたいと 思ってな り 

ます。 

この法律を通じまして、 発達障害に対する 知識が普及していけば、 恐らく、 いや、 必ずや、 発達障害 

に 対する周りの 理解が深まりまして、 二次障害と言われるもの、 この発生を防ぐこともできると 期待さ 

れております。 

まず、 発達障害と支援の 状況について 御 質問させていただきたいと 存じます。 

最近問題になっております 例えば学級崩壊や 引きこもり、 登校拒否なども、 発達障害が原因の 一つと 

考えられていると 聞いておりますが、 」 D 、 学習障害ですね、 または ADHD 、 注意欠陥多動性障害、 

そして高機能 自 閉などの発達障害者と 言われている 人々の全人口当たりの 有病率 推計値というのは 存 

在するんでしょうか。 また、 あ るとすれば、 現状において、 発達障害と思われる 方々の 有病 率はどれぐ 

らいなのか、 どうぞよろしくお 願いします。 

0 塩田政府参考人 我が国におきます 発達障害者の 数とか障害が 出現する率というのは、 正確な数値は 

把握されておりませんけれども、 欧米の専門家の 子 一タ では、 例えば、 自閉症が八歳以下の 0 . 六 % 、 

注意欠陥多動性障害が 学齢期の姉から 七 % 、 学習障害が生徒の 五 % とされるデータがございます。 

また、 文科省から 御 答弁した方がよろしいかもしれませんが、 平成十四年に 文部科学 省 が実施した調 

査におきましては、 知的発達におくれはないものの 学習面や行動面で 著しい困難を 持っていると 担任教 

師が回答した 児童生徒の割合は 六・三 % とされているところでございます。 

今後、 厚生労働科学研究などを 活用しまして、 発達障害に関するきちんとしたデータの 把握に努めて 

ま い りたいと考えております。 

0 市村委員 きようは文科省の 方もいらっしやっていると 思いますが、 今の六・三 % の数字は、 大体現 

状 をあ る程度正確に 反映するものと 考えていいんでしょうか。 

0 山中政府参考人 今の六・三 % という数字でございますけれども、 これは平成十四年度に 文部科学舎 
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が 実施いたしました 通常の学級に 在籍する特別な 教育的支援を 必要とする児童生徒に 関する全国実態 

調査というものを 行いまして・これは、 医師の診断を 得てやったということではございませんで・その 

担当している 教師が 、 こう じぅ 項目という項目を 設定いたしまして、 その項目の設定は 専門家が設定し 

たものでございますけれども・それに 該当するという 可能性のあ る子供の数を 調査したところ、 それが 

六・三 % 程度の割合であ ったということでございます。 

0 市村委員 今御 答弁の中に医師の 診断という言葉があ りました。 発達障害というのもまた、 まさに今 

の定義のことでもかなり 法律の作成段階でも 議論になったと 聞いておりますが・ 現状において 発達障害 

の 診断を専門医に 受けるためには 何カ月も待たなければならないというふうに 聞いておるんです。 

ところで、 この本法の定義するところの 発達障害を診断できる 医師の方は、 今現在どれぐらいいらっ 

しゃるとお考えでしょうか。 

0 塩田政府参考人 発達障害者の 方を支援する 上で、 正確な診断ということが 必要であ りますし、 その 

ためには専門的な 知識や技能を 持っ医師の確保が 非常に重要だと 考えております。 そういう専門家の 数 

が少ないというのは 御 指摘のとおりでございます。 

一例で申し上げますれば、 日本児童青年精神医学会が 認定医制度を 設けておりますけれども、 全国で 

百六名ということであ りまして、 二十歳未満天 ロ 千万人当たり 0. 四二人ということでございまして、 

専門家をど う 養成するかということが 非常に重要であ ると思っております。 

この法案の成立を 契機に、 厚生労働省といたしましても、 児童精神科あ るいは児童福祉の 専門の医師 

の養成をしたいと 思っておりまして、 これは、 さきの質疑の 中でも申し上げましたが、 平成十六年のう 

ちに検討会を 設けて検討したいと 思っておりますし、 来年度の厚生科学研究においてもそうした 研究を 

したいと思って、 今後とも努力したいと 思っております。 

0 市村委員 最初に小宮山委員の 方からもあ りましたよ う に、 やはり百六人というのでは 余りにも少な 

過ぎるということであ ります。 これからだと 思いますが、 ぜひとも、 そうした施策に 対応していただき 

たいと思います。 

実は、 診断についても ，私が聞いているところによりますと・ 発達障害の対応が 最も進んでいると 言 

われる米国では、 安易に医師が 診断を下して 薬を処方するという 問題も指摘されているよ う であ ります。 

そうした観点からすると、 勉強不足の医師に よ る安易な判断は 避けなければならないということが 思 

われるわけでございますが、 私としては、 医師の判断のみを 絶対の基準とするのではなく、 心理系、 福 

祉系 、 教育系の立場の 方々が参加する 総合的な診断が 必要となってくると 考えておりますが、 その点、 

いかがでございましょうか。 

0 塩田政府参考人 御 指摘はそのとおりだと 思います。 

特に、 発達障害は、 医療的なケアというよりは、 発達障害をいろいろな 地域の人たちが 受け入れ、 そ 

して発達障害を 持っ方々の障害の 特性に応じていろいろな 日常生活のサポートをするということが 大 

事であ りますので、 医師のみならず、 心理系、 福祉系、 教育系、 さまざまな専門家の 養成が必要ですし、 

それとあ わせて一般の 地域住民の理解ということが 不可欠だろうと 思います。 

この法案を契機に 、 いろいろな角度で 努力をしていきたいと 思っております。 
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0 市村委員 次に、 特別支援教育についてちょっとお 聞きしたいと 思います。 

これは、 文科省の皆さんへの 質問なんですが、 ここ数年・文科省の 方で、 主に発達障害を 対象にした 

特別支援教育のモデル 事業を進めているとお 聞きしています。 その文科省の 進めてきた特別支援教育で 

は 、 発達障害者に 対してどのような 対応をとってきたのでしょうか。 例えば、 教育現場における 発達障 

害関係の研修機会をふやす 予定はあ りますでしょうか。 よろしくお願いします。 

0 山中政府参考人 お 答え申し上げます。 

発達障害のあ る子供さんたちへの 教育につきましては、 かなり高度、 かつ、 あ るいは専門的な 知識、 

経験というものが 先生方にも求められるというふうに 思っております。 

そういう意味で、 例えば、 国立特殊教育総合研究所でございますけれども、 ここで、 発達障害の子供 

たちへの対応に 指導的な役割を 果たします先生方、 こ う いう先生方に 対する研修でございますとか、 あ 

るいは、 それぞれ個別の 学校で、 保護者を含めました 関係者の方々、 あ るいは学校の 外の専門家の 方、 

そういう方と 連絡調整をしていただけるような、 特別支援教育コーディネーターというふうに 呼んでお 

りますけれども、 こ う い う 方の養成ということも 行っているところでございます。 

また、 各都道府県におきましても、 こういう方がまた 都道府県に戻りまして、 それぞれの県での 実情 

に応じました 研修の充実といったものも 図っているというところでございます。 

0 市村委員 今、 特別支援教育のことを 申し上げましたが、 このたびの発達障害者支援法案の 中に出て 

きます発達障害者支援センターと 特別支援教育センターとの 連携というのはどうなっていくのか、 これ 

については文科 省 、 厚生労働省、 それぞれからが 答え い ただきたいと 思います。 

0 山中政府参考人 今現在、 文部科学 省 で特別支援教育推進モデル 事業というものを 行っておりますけ 

れども、 この中で、 特別支援連携協議会というものを 設けまして、 教育界だけでなく、 学校、 教育委員 

会だけでなくて、 いろいろな福祉・ 労働等の関係の 機関とも連携しながら、 しっかりとした 支援をして 

いこ う ということで 取り組んでいるところでございます。 その場合、 当然、 発達障害者支援センターと 

いうようなものもその 連携する先として 含まれてくるというふうに 考えております。 

実際には、 現在全国で十九カ 所でございますか、 発達障害支援センターがございますけれども、 この 

モデル事業の 中でも、 特別支援連携協議会の 中にそのセンタ 一の方が加わっていただいている 事例、 あ 

るいはセンターとこの 協議会が連携いたしまして 研修を実施している 事例というところもあ るところ 

でございます。 

今後とも、 福祉、 労働等の関係の 機関と連携しながら、 この協議会もしっかりと 御 支援をしてまいり 

たいというふうに 考えております。 

0 塩田政府参考人 発達障害者支援センターはこれから 大きな役割を 果たすと思っておりますが、 現在 

全国で十九カ 所であ りますので、 これをまず全国、 全都道府県、 全政令指定都市にふやすということが 

前提となりますが、 文科 省 サイドの教育センターと 発達障害者支援センタ 一の連携が必要です。 来年度 

予算で、 両者も加わった、 福祉と教育サイドが 垣根を取り払った 協議会をつくって 支援をするような 仕 

組みを考えているところでございます。 
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今後とも、 教育と福祉の 垣根を取り払うということが 大事ですし、 この法案がその 契機になると 考え 

ているところでございます。 

0 市村委員 あ りがと う ございます。 

次に、 支援体制についてお 伺いしたいと 思います。 

発達障害者の 発達支援に当たっては、 早期発見、 早期対応が重要と 言われています。 学校での対応は 

特別支援教育の 導入などもあ って少しずつではあ っても対応が 進みつつあ るようであ りますけれども、 

例えば就学双、 保育園や幼稚園の 対応はまだまだとお 聞きしておりますが・まず、 保育園では・この 法 

律 制定を受けて 次年度以降どのような 対応を行 う のか教えてください。 

0 仁藤政府参考人 障害のあ る子供に対する 保育についてでございますが、 これまでも保育所の 保育 指 

針 というのを定めて、 一人一人の子供の 発達や障害の 状態を把握して 保育する、 こういうことを 基本に 

しておりまして・ 障害児保育もできるだけ 幅広く取り入れるようにということで 進めてきております。 

それから、 障害児の保育に 関する保育士さんなどの 研修を充実する ，こ う いうことも取り 組んでおり 

ますし、 それから、 軽度のものも 含めて・障害児を 一定数受け入れた 場合に、 その保育所に 助成措置を 

講じる、 こう じぅ 施策も講じているところでございますので、 こ う いった施策を 来年度以降も 引き続き 

充実をさせ・それから、 新たに、 発達障害児、 こうい う 概念も出てまいりますので、 こういったものに 

きめ細かく取り 組めるよ う に努力していきたいと 思っております。 

0 市村委員 あ りがとうございます。 

それでは、 幼稚園の方では、 この法律制定を 受けて次年度以降どのような 対応を行うか、 よろしくお 

願いします。 

0 山中政府参考人 お 答え申し上げます。 

幼稚園でございますけれども、 幼稚園におきましても、 発達障害を含めました 障害のあ る子供たちの 

受け入れということ、 あ るいは指導の 充実ということを 図ってきたところでございますけれども、 平成 

十五年から、 幼稚園における 障害のあ る幼児の受け 入れや指導に 関する調査研究というものを 市町村の 

教育委員会に 委嘱して実施しているというところでございますし、 また、 来年度の概算要求でございま 

すけれども，幼稚園それから 高等学校等も 含めまして、 一貫した障害を 持っ子供たちへの 支援体制を構 

薬 するというために、 特別支援教育体制推進事業というものを 四十七都道府県で 行いたいというふうに 

思っているところでございます。 

0 市村委員 あ りがとうございます。 

次に、 早期診断についてちょっと 御 質問したいと 思いますが、 早期診断の重要性は 言うまでもないと 

いうことであ ります。 

ただ、 正確な診断を 行える専門家が 少ないという 現状において、 いたずらに診断を 下すことによりま 

して混乱が生じる 可能性もあ ると思われまして、 例えば母子保健法に 基づく健康診査での 早期発見が規 

定 されておりますけれども、 実際に診断を 行 う 医師や保健 師 が正確な診断を 行える よう にするためには 

どのような支援を 行 う のか、 これについてもよろしくお 願いします。 
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